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データという2つの柱に関する発表が目立っ
た。私はこのうち，調査データを扱うセッショ
ンを中心に参加し，特にヨーロッパにおける確
率標本抽出の調査で面接法などの伝統的な手
法からWEBへのシフトをどう試みているのか
といった，実践的な内容を取材してきた。こ
のテーマは文研が現在，取り組んでいる課題
でもある。

本稿では，ヨーロッパ各国のWEBシフトの
事例を中心に，調査手法のベスト・プラクティ
ス（最良の方法）をめぐる議論についても報告
し，最後にESRAという調査研究者の交流の
場に初めて参加して分かったESRAの特徴に
ついても述べたいと思う。

はじめに

2019年7月15 ～ 19日にクロアチアのザグ
レブで開かれたESRA（European Survey 
Research Association）第8回大会では，調
査研究に関する約220のセッションが開かれ，
ヨーロッパを中心に大学や政府機関，企業な
どから約900人が参加した。今大会で発表さ
れた論文数が約800にも及ぶことを考えると，
参加者の多くは発表を目的として参加している
ことがうかがえる。聴講するだけでなく，自
分の研究内容について報告し，参加者からの
フィードバックを得るというのが，ESRAの特
徴の1つと言えるだろう。NHK放送文化研究
所（以下，文研）からは今回が初めての参加で
あり，筆者である私は発表しなかったが，海外
で試みられている調査手法の最新事例を学ぶ
貴重な経験になった。

発表内容は多岐にわたるが，基調講演はユ
トレヒト大学のBarry Schouten氏による「公
的統計におけるハイブリッドデータ収集」で，
調査により得られるデータと，スマートフォンや
ウエアラブル端末により新たに取得できるよう
になったセンサーデータをどのように組み合わ
せるのかといった問題提起だった。これに続
くセッションでも，この調査データとセンサー

確率標本抽出による調査手法
WEBシフトの展望
～ ESRA（ヨーロッパ調査研究学会）大会報告～

世論調査部  萩原潤治　

大会が開かれたザグレブ大学の経済・ビジネス学部
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１ イギリス 
～ ONS（国家統計局）による

“Transformation”大規模プロジェクト～

筆者の私が参加したセッションの中で，最も
興味深く，文研の研究の参考になると思われ
たのが，イギリス国家統計局（ONS）の取り組
みである。ONSでは，面接法による標本調査
を，WEBと面接法のミックスモードへ切り替え
るために，9年に及ぶ長期的かつ大規模な実験
調査を行っている。この背景には，面接法の
回答率の低下だけでなく，調査相手からWEB
での回答を期待する声が増えていることや，イ
ギリス政府による“Digital by default 2020（あ
らゆる行政サービスを2020年までにオンライ
ンを標準に行う）”戦略があるという。ONSの
Joseph Herson氏が「労働力調査」1）を題材に，
さまざまな実験調査の結果を報告した。

イギリスの「労働力調査」とは，1973年に
始まった時系列調査で，年に延べ20万人以
上が回答する国内で最大規模の標本調査で
ある。多くは仕事についての「実態」を測る質
問だが，ごく一部に「幸福に関する意識」など
の質問もある。イギリス国民を対象に，PAF

（Postcode Address File＝郵便番号住所ファ
イル）から無作為に選んだ調査相手に面接法
で行っており，所要時間は約45分と質問数が
多い調査である。

調査設計

実験調査の設計だが，2018年10月～ 2019
年4月にかけて，イングランド，スコットランド，
ウェールズを対象に，約1万4,000人の調査相
手に回答を依頼した。毎週，約1,000人に調
査を行い，それを15週続けて行った（15コー

ホート）。回答方法は，WEBと面接法のミック
スモードで，まず，調査相手の自宅にWEB画
面へのアクセス方法が書かれた手紙を郵送し，
WEBでの回答を受けつける期間を2週間，そ
して未回答の人には，督促として調査員が自
宅を訪問し面接法で回答を得る期間を6週間
という設計である。この自記式調査の督促と
して調査員による面接調査を行う設計は，私
は日本ではみたことがなかったのでとても驚い
た。そこで，Herson氏に「なぜ郵送法でなく
面接法で督促するのか」と聞いたところ，面接
法のほうが回答率が高いこと，この「労働力
調査」の調査票は該当者質問が多い複雑な構
成になっているため，紙の調査票にすると，調
査相手が間違えずにたどっていくのが難しいこ
となどを理由として挙げていた。

謝礼品は前渡しで，コットンのトートバッグを
送っている。これは5ポンドのギフトカードな
ど複数の謝礼品と比較した結果，トートバッグ
のほうが費用対効果が高かったため採用した
のだという2）。このトートバッグの謝礼品により，
回答率を7〜8ポイント高められると強調して
いた。

また，調査票や調査材料にも工夫を凝らし
た。面接法から自記式調査のWEBへ切り替
えるために，調査票は核となる質問のみを選ん
でシンプル化し，質問文や選択肢の文言も見
直した。このプロセスについてはあとで詳しく
述べる。

調査結果（1）　回答率

さて，その結果だが，まず回答率につい
て，第1週コーホートから第15週コーホートの
回答率をみると，WEB回答と面接回答の比率
は，いずれも傾向が大きく変わらない（図1）。
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WEB回答の平均回答率は30.7％，面接回答
は28.4％で，合わせて59.1％だった。

Herson氏はこの結果について「とても満足
している」とし，「面接法で督促すると言うと，
調査員が苦労するのではないかと思うかもしれ
ないが，結果は必ずしもそうはならなかった。
面接法によって，インターネットへのアクセスが
難しい高齢の調査相手から多くの回答を得るこ
とができた」と前向きに評価した。なお，現在
の面接法のみの回答率と比べると，約5ポイン
ト上昇している。

この回答率の分析の中で私が驚いたのは，
「はく奪指標（Indices of Deprivation）」別に
みた分析である。これは日本ではみられない
手法だ。「はく奪指標」とは，イングランドの各
地域の貧困度を所得や教育，健康などの水準
から10 段階で表したもので，イギリス政府の
ウェブサイトにはこの10 段階で色づけされた地
図が載っている 3）。この「はく奪指標」の1（貧
困度が高い）～ 10（貧困度が低い）の地域
別の回答率をみると，貧困度が高い地域ほど
WEBの回答率は低く，面接の回答率は高いと
いう傾向がみられた（図2）。

この傾向について，Herson氏は2つの理由
を挙げた。1つは，貧困度の高い地域の中には，
インターネットの通信速度が遅い区域もあった
とみられ，調査相手はWEBで回答するのが難
しかったのではないかという指摘である。もう
1つは，これらの地域の住民は政府に対する
反発，つまり，政府は自分たちの意見を重視し
ていないという思いがあるために，そもそも調
査への参加を望んでいないのではないかとい
う仮説である。このため，ONSでは“Targeted 
communication（的を絞ったコミュニケーショ
ン）”という考え方を取り入れ，これらの地域
の住民の声も等しく重要であると理解してもら
えるような調査依頼の仕方など，調査相手との
よりよいコミュニケーションに力を入れていると
のことだった。

調査結果（2）　サンプル構成

最後に，今回の実験調査の有効サンプル構
成比と人口推計値を比較した結果が報告され
た。ONSが注目したのは，有効サンプルのう
ち，16 ～ 24歳の若年層が全体の約9％しかお
らず，人口推計値の12％を下回っていた点だっ

図1　週コーホート別の回答率
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図2　「はく奪指標」別の回答率
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た。Herson氏は「WEBで調査をすると言う
と，若年層の回答が増え，高年層はあまり回
答が得られないのではないかという仮説があ
ると思うが，結果は逆だった。この16 ～ 24歳
はいつもスマートフォンを手放さない若者だが，
昔からどんな調査でも最も回答率が低いグルー
プだ」と強調していた。この点については，文
研が2017年に行ったWEB式調査でも同様の
結果が得られており4），日本だけでなく欧米で
も共通の課題であることが分かった。

“Translation”ではなく“Transformation”

セッションにおいて，ONSが繰り返し強調
していたのが，“Transformation”というコンセ
プトである。単なる調査手法の切り替えにとど
まらず，調査票や調査材料も1から見直す「抜
本的な変換」という意味である。ONSは当初，
現在の面接法で使用している質問文と選択肢
の文言を変えずに，そのままWEBに掲載する

“Translation（単純な移行）”という考え方で進
めていた。

しかし，調査員が介在しない自記式調査の
WEBでは，調査票の文字数の増加により調
査相手の負担が大きくなってしまい，結果的に
データの質が低下することが分かったという。
このため，“Transformation”のコンセプトに
変えたといい，ONSのVictoria Cummings氏
がこのプロセスについて発表した。

調査票の再設計

ONSが調査票を再設計する際のベースとして
いるのが，イギリス政府の「デザイン10原則 5）」
である（図3）。これはイギリス政府が2012年
に作成したもので，国民に向けたデジタルサー
ビスを構築する際の原則である。

・	“Start with needs（必要性から考える）”

・	“Do the hard work to make it simple
	（シンプルにする努力を）” 

・	“This is for everyone（すべての人に向けて）”

・	“Make things open: it makes things better
	（オープンにすれば，ものごとはよくなる）” 

など，実践的な内容が並ぶが，ONSではこの
原則に従って調査票の再設計を進めた。たと
えば，“Start with needs”で言えば，まずユー
ザーのneedsをつかむことからとりかかった。
ユーザーには3つのタイプを想定しているとい
う。

・	Respondent user（調査相手）
	 調査相手の負荷を考えることが重要である。

・	Interview user（調査員）
	 調査員は，長年の実査経験から，調査票の

内容や調査相手の回答の仕方などについて
多くのノウハウを持っている。

・	Data user（データ利用者）
	 これまでの調査では，このデータ利用者の

要望を優先して受け入れてきたため，質問数
が多い複雑な調査票になっていた。だから，

図3　イギリス政府の「デザイン10原則」

（ONS“Labour Market questionnaire User centred design approach” 
より掲載）
https://ukdataservice.ac.uk/media/605108/onslfstransformationwe
binarslides.pdf
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されたのか，その具体例が紹介された。まず，
以下は修正前の質問文と選択肢である。

“I would like to ask you why you took a 
part-time rather than a full-time job. Was 
it because...”
1.	 You were a student/you were at school?
2.	You were ill or disabled?
3.	You could not find a full-time job?
4.	 You did not want a full-time job?

「なぜ，フルタイムではなく，パートタイムの
仕事に就いているのか」という質問文に，4つ
の選択肢が用意されている。これについて，
実際に調査を担当した調査員に意見を求めた
ところ，4の「フルタイムを望んでいなかったか
ら」が適切ではないという指摘が相次いだとい
う。たとえば，「自分にやる気がないから，フ
ルタイムを望んでいないという意味にとられてし
まう」とか「この選択肢ではほかのいろいろな
理由をカバーしきれない。実際に育児や夫の
病気のためにフルタイムをあきらめたという人も
いたのに，4を選ばざるをえなかった」といった
意見だった。

そこでONSでは，多くの調査員のフィード
バックをもとに以下のように修正した。

“We know that people take part time jobs 
for a variety of reasons. Why did you take 
a part time job?”
□	Studying
□	Childcare responsibilities
□	Caring responsibilities for adults
□	Illness or disability
□	Could not find a full-time job
□	Retirement plans
□	Other

自記式調査のWEBへ切り替えるには，彼ら
の要望の中から本当に必要な質問だけに絞
らなければならない。

など，ONSではこれらのユーザーの意見を取り
入れながら，すべての質問文と選択肢をチェッ
クした。そして，この調査でとらえるべき核と
なる質問だけに絞って，その文言の精査や新
たな選択肢の追加など，大幅な修正を加えた。

このプロセスの中でCummings氏が強調し
たのは，“You are not your user.（調査を設計
しているあなたはユーザーではない）”という姿
勢である。自分たちだけで考えていたのでは解
決策にたどり着かないことを懸念し，ユーザー
の意見を聞くことを重視した。たとえば，調査
相手の自宅で本人がふだん使用しているデバイ
スで調査に回答してもらうテストやグループイン
タビューなどを繰り返し行い，調査相手に配慮
した調査票の作成に取り組んできた。

このうち“The Writer”という文章の読み
やすさを判定してくれる無料のウェブサイトを
使ったテスト6）が特に興味深かった。私はこう
した文章をチェックするサイトがあることを初
めて知ったが，このサイトに文章を貼りつける
と，その文章がどの程度読みやすいのかがス
コアで判定される。たとえば，「60点」ならば

「14 ～ 15歳」が理解できウェブサイトの「BBC 
News」と同様の水準であり，「80点」ならば

「11 ～ 12歳」でも読みやすく，『ハリー・ポッ
ター』の文章が目安になるといった基準であ
る。ONSでは，イギリス人の読む能力の平均
的な年齢が「9歳」であることから，このサイト
に質問文を貼りつけてスコアをチェックしなが
ら，質問文に修正を加えているのだという。

そして，こうしたさまざまなテストを繰り返し
た結果として，実際にどのように調査票が見直
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まず，質問文を「さまざまな理由があると
思うが」と調査相手に寄り添うような文言に変
えた。そして，選択肢には「育児」「両親や配
偶者などの世話」など新たな選択肢を追加し，
調査相手が違和感なく答えられるように工夫し
た。Cummings氏は，調査員が介在しない自
記式調査のWEBに変えるならば，調査相手
がより共感できる質問文と選択肢に作り変える
ことが重要だと強調した。

以上のように，ONSによる複数のセッション
では，“Transformation”の総合的な取り組み
が報告されたが，参加者からは今後の時系列
分析はどのように扱うのかといった質問が続い
た。これに対して，Herson氏らは，今の調査
票と“Transformation”後の調査票を並行して
実験調査を行い，すべての質問項目でその回
答差を確認したうえで，時系列分析の可能性も
探りたいという趣旨の回答をしていた。

また，面接法などの他記式調査とWEBなど
の自記式調査では，モードによる回答への影
響が指摘されている。文研の2008年の比較実
験調査でも，一部の質問で，項目無回答の割
合や回答傾向に差がみられ，これらは回答に
抵抗がある質問や「社会的望ましさ」のバイア
スが影響したと思われる質問などだったと報告
している7）。今回のONSの発表では，このモー
ド効果についての言及はなかったが，報告で取
り上げた「労働力調査」が「意識」ではなく「実
態」を測る調査であったことも関係していると
思われる。ONSでは今後，実験調査の結果を
論文にまとめ公表する予定とのことなので，今
後も注目したいと思う。

２ ドイツ 
～ GESIS（ドイツ社会科学研究所）
によるWEB＆郵送のミックスモード～

もう1つ紹介したいのが，GESIS（ドイツ
社会科学研究所）による報告である。Pablo 
Christmann氏らは，WEBと郵送のミックス
モードによる手法の実現可能性を探るため，
面接法との比較で，回答率やサンプル構成，
回答差を検証した結果を報告した。この背景
としては，近年，面接法の回答率が低下し，「無
回答誤差」が生じるリスクが高まっていること，
実査の長期化とそれに伴うコストの増加などを
挙げていた。

調査の設計と回答率は以下のとおりである
（表1）。ドイツ国内の自治体名簿から無作為
に選んだ調査相手をランダムに3つのグループ
に分け，それぞれに異なる手法での回答を依
頼した。質問内容はEVS（European Values 
Study＝ヨーロッパ価値観調査）で主に「意識」
を問う質問である 8）。ミックスモードは，調査
相手にWEBと郵送の両方の回答方法を同時
に提示した。また，ミックスモードは2つあり，
簡易版では質問数を通常の約4分の3に減らし
た調査票を使用している。

回答率をみると，簡易版のミックスモード
が42.2％で最も高く，通常版のミックスモード

面接法
ミックスモード

（簡易版）
〈WEB＆郵送〉

ミックスモード
（通常版）

〈WEB＆郵送〉

調査期間 2017年
10月～翌4月

2018年
1月～ 3月

2018年
9月～ 11月

調査相手 1,494人 1,171人 675人

所要時間 59分 38分（WEB） 55分（WEB）

回答率 28.0% 42.2% 35.3%

表1　調査の設計と回答率
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ける回答差の知見も重要であると考えられるた
め，GESISのさらなる検証を期待したい。

このほかにもオランダやアメリカなど，複数
の研究機関によるWEBを採用した調査手法
の報告が相次いだ。いずれもまだ課題はある
ものの，近い将来，有望な手法の1つになるこ
とをうかがわせる内容だった。

３ 調査手法のベスト・プラクティス
をめぐる議論

最後に，私の印象に強く残った，オランダ社
会調査研究所（The Netherlands Institute 
for Social Research）で調査手法研究のトッ
プを務めたIneke Stoop氏による全参加者向
けのスピーチを紹介したい。

今大会の直前に研究所を退職したばかりの
Stoop氏は，調査に携わった長年の経験をもと
に，調査手法のベスト・プラクティス（最良の
方法）について自身の思いを語った。まず，調
査手法に関する参考書を開けば，すでにさま
ざまなベスト・プラクティスが載っているとして
複数の意見を取り上げた。以下はその一部で
ある。

・		確率標本抽出と面接法が“Gold standard” 

・		回答率は少なくとも70％あるべき

・		経験豊かな調査員のほうが望ましい

・		調査員のモチベーションは高めなければな
らない

・		謝礼品の前渡しは回答率を高める

・		事前の協力依頼状は短く，かつ目を引くよ
うに

・	“agree-disagree” 質問はよくない

（35.3％）とともに，面接法の28.0％を上回った。
次に，サンプル構成について，性別や都市

規模，教育水準などさまざまな属性別に比較
したところ，全体的にみれば，ミックスモード
と面接法の「代表性」はほぼ同様だったと評
価した。ただ，年層別にみると，18 ～ 29歳
の有効サンプル構成比は，ミックスモード（簡
易版）で11.0％，ミックスモード（通常版）で
13.4％，面接法で16.5％であり，公的統計値
が16.8％のため，ミックスモードは母集団に比
べて若年層の割合がやや低かったという。

また，回答差についても3者を比較した。
人生観，政治や社会，宗教や道徳などに関す
る順序尺度を用いた33の質問について，その
138の選択肢を比較した。その結果，2つの
ミックスモードと面接法の回答分布は，いずれ
も1に近い高い相関がみられた。また，サン
プルサイズにかかわらず差の大きさを表す指標

「効果量」でみても，いずれも0.1程度と小さな
効果だった。こうした複数の分析から，2つの
ミックスモードと面接法の回答結果は，全体的
にみれば，ほぼ同様であると評価した。

そして，回答率，サンプル構成，回答差な
どの検証から，Christmann氏は「WEBと郵
送のミックスモードは面接法の実行可能な代替
手法になる」と結論づけた。

この結論は全体の結果から導き出されたも
のだが，年層別の結果はどうだったのか，また
先のONSと同様にモード効果も気になるところ
である。特に，この実験調査は「意識」に関
する質問が多いことから，平均値や効果量など
の全体の指標では同様の結果が得られたとし
ても，個々の質問や年層別にみれば回答差が
大きい質問もあるかもしれない。調査手法を切
り替える際には，こうした個々の質問領域にお
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Stoop氏はこの1つ1つについて自身の考えを
述べていった。以下はその一部である。

《調査員のモチベーションは高めなければなら

ない》

Stoop氏：それは確かだ。調査員のモチベー
ションを高めるには，しっかりと対価を支払う
こと，調査の内容と目的を伝えること，彼ら
の意見に耳を傾け，私たちのコミュニティー
の一員であることを理解してもらうことだ

《“agree-disagree” 質問はよくない》

Stoop氏：これには賛否があるだろう。たとえ
ば，『女性の研究者は男性の研究者よりも優
秀だ』という意見に対して“disagree”という
回答は，『男性の研究者のほうが優秀だ』と
いう意見なのか，『性別による差はない』と
いう意見なのかが分からない

　Stoop氏は以上のように述べ，この形式の問
題点の1つとして，“disagree”や中間選択肢の
解釈が困難である点を挙げた。

こうしたStoop氏の意見は，長年の経験に
基づいた実践的な内容であることから，多くの
参加者がうなずき，笑い，共感する様子が見て
とれた。

最後にStoop氏は，調査の回答率の低下や
コストの増加，決定的なベスト・プラクティス
の欠如など，今の調査環境を取り巻くさまざま
な問題を挙げたうえで，調査に代わる手法とし
て，ビッグデータやソーシャルメディアのデータ，
ウエアラブル端末などの有効性も指摘した。し
かし同時に「それでもやはり調査は必要だ」と
して，「社会や政策立案者がよい判断をできる
ように，そして人々の生活がよくなるように私た

ちはデータを提供したい。社会をよくするため，
世界を知るためという目的をかなえるデータは，
多くの場合，調査でしか得ることができないの
だ」と述べ，確率標本抽出による調査の必要
性を指摘してスピーチを締めくくると，数百人
の参加者から拍手喝さいを受けた。

おわりに

私には，この雰囲気こそがESRAという場
の特徴であるように感じられた。つまり，参加
者はみな，国や年齢，キャリアにかかわらず， 
最適なデータ収集の方法は何なのかといった
答えのない共通の課題に悩み，周囲からの
フィードバックを求めていた。そして，自分の
研究について，まだ理論とは言えない途中経
過の内容であっても報告し，参加者と建設的
な意見を交わすことでブラッシュアップさせて
いるようだった。こうした光景は，セッション
の合間に設けられた「コーヒーブレイク」でもみ
られ，積極的に意見を交わす参加者の姿が会
場のあちらこちらにあった。

私は今大会で発表はしなかったが，自身も
関わった文研の研究成果を英訳した報告書を

Welcome receptionでの参加者の様子
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持参し，著名な研究者らに意見を求めたとこ
ろ，すべての人が関心を示し，喜んで感想を
述べてくれた。中には，帰国後に詳細なアドバ
イスをメールで送ってくれた研究者もいて，日
本だけでなく欧米でも共通の課題を抱えている
ことが分かり心強かった。

次回のESRA大会は，2021年7月にイタリア
のミラノで開かれる予定である。次こそはこの
場で発表することを目標に，今後も人々の意識
や実態を把握するため，最適な調査手法の研
究に励みたいと思う。

（はぎはら じゅんじ）

注:
	 1）	「労働力調査」の設計や調査票は以下を参照した。
		 “Labour Force Survey - user guidance”
	 	https://www.ons.gov.uk/employmentandlabourmarket/

people inwork/employmentandemployeetypes/
methodologies/labourforcesurveyuserguidance

		 “Labour Market questionnaire User centred 
design approach”

		 https://ukdataservice.ac.uk/media/605108/onslfstr
ansformationwebinarslides.pdf

	 2）	謝礼品に関する実験調査の結果は，以下に報告
書が掲載されている。

		 “Labour Market Survey - Response rate 
experiments - Report for Test 2, Tranche 1: 
Incentives experiment”

		 https://gss.civilservice.gov.uk/wp-content/uploads/ 
2018/04/Test-2 -Tranche-1-report-FINAL-for-
publishing.pdf

		 なお，調査材料に関する実験調査の結果は，以
下に報告書が掲載されている。

		 “Labour Market Survey - Response rate 
experiments - Report for Test 1: Materials 
experiment”

		 https://gss.civilservice.gov.uk/wp-content/uploads/ 
2018/04/Test-1_Full-report_FINAL-for-publishing.
pdf

	 3）	2019年「はく奪指標」（イングランド）のデータは，
以下にインフォグラフィックスで掲載されている。

		 “The English Indices of Deprivation 2019 
（IoD2019）”

		 https://assets.publishing.service.gov.uk/government/ 
up loads /sy st em /up loads /at t a chment _ dat a /
file/833959/IoD2019_Infographic.pdf

	 4）	ミックスモード研究プロジェクト「住民基本台帳
からの無作為抽出によるWEB世論調査の検証
①」，『放送研究と調査』2018年6月号

	 5）	「デザイン10原則」の詳細は以下を参照した。
“Government Design Principles”

		 https://www.gov.uk/guidance/government-design-
principles

	 6）	“The Writer”
		 http://www.thewriter.com/what-we-think/readability-

checker/
	 7）	調査方式比較プロジェクト（2010）「世論調査に

おける調査方式の比較研究～個人面接法，配付
回収法，郵送法の2008年比較実験調査から～」，

『NHK放送文化研究所年報 2010　第54集』
	 8）	EVS（European Values Study）の調査票は以下

に掲載されている。
		 https://europeanvaluesstudy.eu/methodology-data-

documentation/survey-2017/pre-release-evs-2017/
documentation-survey-2017/


